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分野別計画

予算区分

高齢者の地域での生活を支援する
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保健福祉

認知症高齢者やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるようにする。

認知症に対する知識の普及・啓発を図るとともに、地域ごとに地域包括支援センターを拠点

として地域住民、事業所、商店、医療機関などの地域資源を活用し、認知症の方に対する

見守りのネットワークを構築し、支援を行う。

（実施内容）

　認知症対応コーディネート推進協議会　３回
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Ｈ21決算額

　認知症対応コーディネート推進協議会　３回

　認知症サポーター養成講座　 47回

【直接経費の主な内訳】

認知症サポーター養成講座に伴う消耗品　228千円　委員謝礼　54千円

無
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成果指標名
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159

認知症高齢者やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるように事業を推進し

ており、認知症サポーター、ネットワーク登録者数（個人）ともに、大幅に増加した。

780

780

―

H24

市内全域に認知症見守りネットワークを普及を図り、認知症サポーター養成講座を受

けていただいた方に認知症の方に直接的支援を行えるようフォローアップ研修を行っ

ていく。
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る課題等

認知症サポーター養成講座を受講していただいた方の活用方法。

今後の高齢社会において、住み慣れた地域社会の中で引き続き生活することを支援

するために、認知症に対する知識等の更なる普及が必要であるため。
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今後は、認知症高齢者等が増加すると見込まれるが、認知症に対する知識の普及が

進まなくなり、認知症高齢者が在宅生活の継続を図る上で必要な地域住民の支援や

協力が得られない。


